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第３章 処理場・ポンプ場 

 
第１節 設計一般 

第１条 設計基準 
設計にあたっては、本市の指定する図書および本仕様書第７節の準拠すべき図書

を参考にして、設計業務を行わなければならない。 
 

第２条 設計資料 
設計上の計算根拠、資料等はすべて提出図書に明記し、整理して提出しなければ

ならない。 
 

第３条 参考文献等の明記 
業務に文献、その他の資料を引用した場合は、その文献、資料名、頁数を明記し

なければならない。 
また、本市監督員から要求がある場合は、原本の必要箇所のコピーを提出し、成

果品においてもそれを整理すること。 
 
第４条 現地調査 

受注者は、現地を踏査し、本市の下水道事業計画図書、測量、地質調査資料等に

基づき、下記事項について、確認しておかなければならない。 
（１） 地形、その他 

用地境界、周囲の状況、地盤高、排水の状況、周辺道路、水道、ガス、電気の

経路等 
（２） 地質 

地質調査資料と現地との関係 
（３） 関連管渠の位置、形状、管底高 
（４） 吐口の予定位置 
（５） 放流先の状況 
（６） 電波障害の有無 
（７） その他設計に必要な事項 

資料、および現況等に関して、不整合や疑義のある場合は、その都度、本市監督員

に報告し、協議すること。 
 
第５条 実施設計（基本設計・詳細設計）・増設実施設計（基本設計・詳細設計）及び改

築実施設計（基本設計・詳細設計） 
（１） 業務の内容は実施設計（基本設計）と実施設計（詳細設計）・増設実施設計（基本設

計・詳細設計）及び改築実施設計（基本設計・詳細設計）に分ける。 
（２） 実施設計（基本設計）とは、実施設計（詳細設計）を行うにあたり、当該設計対象

施設の処理方式、フローシート、基本的な配置、構造、形式、容量、機能、工事施工

方法、維持管理方式及び事業の総合的効果等の基本的事項の確認及び検討をいう。 
（３） 実施設計（詳細設計）とは、実施設計（基本設計）に基づいて、工事を実施するた

めに必要な設計図、計算書等〔以下実施設計（詳細設計）図書等という。〕の作成業務

をいう。 
（４） 増設実施設計（基本設計・詳細設計） 

①  増設実施設計（基本設計） 
増設実施設計（基本設計）とは、『（２）の実施設計（基本設計）』に基づいて実施

する増設実施設計（詳細設計）に先立ち、対象施設の基本設計を見直さなければ

ならない場合に行う基本設計図書の作成業務をいう。 
 
 



３-２ 

②  増設実施設計（詳細設計） 
増設実施設計（詳細設計）とは、『（２）の実施設計（基本設計）』又は『①の増設

実施設計（基本設計）』に従い、既存施設に連続して建設するために必要な設計図書

（設計図、計算書等）の作成業務をいう。 
（５）改築実施設計（基本設計・詳細設計） 

① 改築実施設計（基本設計）とは、施設の改築、及び耐震化や高度処理化等機

能拡充・向上のため既設構造物の改修（以下、「改築等」と言う）を行うにあ

たり、対象施設の基本設計を見直さなければならない場合に行う基本設計図

書の作成業務をいう。 
② 改築実施設計（詳細設計）とは、「（2）実施設計（基本設計）」または「①改

築実施設計（基本設計）」に従い、既存施設の改築等を行うために必要な設計

図書（設計図・計算書等）の作成業務をいう。 
 
第２節 実施設計（基本設計） 
 

第６条 実施設計（基本設計）図書等の作成に関する作業 
実施設計（基本設計）業務は次の事項の検討又は確認並びに基本設計図書の作成を行い、

実施設計（基本設計）図書として、まとめなければならない。 
 
第７条 基本設計を実施する上で検討又は確認する事項 

実施設計（基本設計）業務において、次の事項を検討又は確認しなければならない。 
（１） 基本条件の確認 

① 行政区域 
現在人口、将来人口、面積、都市計画区域、市街化区域、市街化調整区域、用途地

域、公害関係規制区域、計画道路、地域地区の指定、本市の関係条例、規制、指導

事項等 
② 上位計画等 

環境基準、公害防止計画、流総計画等 
③ 処理区域 

地形、気象、地質、地下水等の自然的条件、地盤沈下の状況、浸水状況等 
④ 下水道全体計画 

計画区域、計画人口、排除方式、計画下水量、幹線ルート、ポンプ場及び処理場の

位置、設置数、規模、年次別流入下水量等 
⑤ ポンプ場、処理場計画 

流入管計画、放流管計画、放流河川計画、計画汚水量、計画雨水量、計画水質等 
（２） 処理方式・フローシートの検討 

処理方式・フローシートは、次の各事項を考慮して､総合的な見地から定めること。 
① 流入下水の水質、水量および水温 
② 放流水域の水質の許容限度 
③ 放流水域の現在及び将来の利用状況 
④ 資源有効利用計画（汚泥、再生水、熱、建設副産物等） 
⑤ 処理場の立地条件、建設費、維持管理費、操作の難易 
⑥ 施設の初期段階における最適処理方式についての検討 
⑦ 法律等に基づく規制 

（３） 維持管理基本構想の検討 
① 管理制御方式の検討 

ポンプ場、処理場内の管理制御方式、他ポンプ場、処理場相互の管理制御方式の検

討を行うこと。 
② 維持管理体制の検討 

標準的維持管理体制及び、制御方式と維持管理体制の検討を行うこと。  
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（４） 施設配置計画の検討 
① 配置計画 

経済性、維持管理の難易、環境条件等を考慮し、配置計画を確認すること。 
② 配管、配線計画の検討 

①の配置計画の比較検討に併行し､場内各種主配管、主配線ルートを立案すること。 
③ 施設計画等の検討 

平面計画・立面計画（機器の配置）、管廊計画（配管、ダクト、ケーブル等の収容）、

機器の搬出入計画等により最適スペースを検討すること。 
（５） 施設設計 

① 容量計算 
設計負荷、余裕、予備、初期投資の大小等を比較検討し、容量、出力を確認するこ

と。 
② 型式、機種等の検討 

維持管理の容易さ、経済性、機能等に関して比較検討すること。 
③ 主要機器の運転操作方式、計装制御方式の検討 
④ 環境装備計画の検討 

換気脱臭、防音防振、排煙、危険物、高圧ガス、緑化、場内道路、場内排水等を検

討すること。 
（６） 水位関係の検討 

① ポンプ揚程 
放流先水位・再揚水ポンプ等の比較検討 

② 水理計算 
③ 計画地盤高と施設レベル 

（７） 施工方法の比較検討 
施工方法については、土質調査資料、周辺状況、その他関係資料等を考慮し、工事

施工方法ごとの概算コスト比較、必要工期、施工の難易度、工事公害の検討を行い、

最適な方法を選定すること。 
 
第８条 基本設計図書の作成に関する作業 

建築事業計画の検討並びに土木、建築、機械、電気の各部分とその相互関係を明らか

にする実施設計（基本設計）図書を作成すること。 
実施設計（基本設計）図は次に示す内容とし、縮尺 1/100～1/200 を標準とする。 
ただし、一般平面図、その他これによって不都合な場合は、本市監督員との協議によ

る。 
（１） 事業計画の検討 

① ポンプ場、処理場の概算事業費の算出 
② ポンプ場、処理場の建設事業計画の検討 

（２） 基本設計図 
① 土木関係 

a） 一般平面図 
b） 水位関係図 
c） 構造図（主要な施設） 
ｲ） 平面図 
ﾛ） 縦断面図 

d） 場内各種配管・排水平面系統図 
e） 場内整備平面計画図（場内道路、門、さく、塀、場内造成等） 

② 建築関係 
a） 意匠図 
ｲ） 各階平面図 
ﾛ） 立面図 
ﾊ） 断面図 
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ﾆ） 求積図表（概算値） 
ﾎ） 仕上表、色彩計画表 

b） 建築機械設備 
ｲ） 概略系統図（衛生、換気、空調） 
ﾛ） 主要機器配置図 

c） 建築電気設備 
ｲ） 概略系統図（照明、動力幹線、火報、電話、放送、時計等） 
ﾛ） 主要機器配置図（盤類） 

d） 全体鳥瞰図（カラー仕上） 
e） 主要建物透視図（カラー仕上）：特記による。 

③ 機械関係 
a） 基本フローシート 

水処理、汚泥処理、用水、空気、ガス、油等 
b） 機器配置計画図（主要機器） 
ｲ） 全体配置平面図 
ﾛ） 施設毎配置平面図 
ﾊ） 施設毎配置断面図 

c） 主要配管経路図（ルートおよびスペース） 
④ 電気関係 

a） 構内一般平面図 
b） 主要配電経路図（ルートおよびスペース） 
c） 単線結線図（受電～低圧主幹） 
d） 自家発電設備機器配置図 
e） 計装設備図（主要計測および操作フローシート） 
f） 監視制御システム構成図 
g） 主要機器配置平面図（主として電気室、自家発電機室、監視制御室） 

 
第９条 実施設計（基本設計）図書（確認及び検討書、図面等）の作成 

実施設計（基本設計）図書（確認及び検討書、図面等）は『第７条 実施設計（基本

設計）を実施する上で検討又は確認する事項』で行った検討・確認事項及び『第８条 基

本設計図書の作成に関する作業』で作業した図面等を下記の内容により構成、まとめる

ものとする。 
（１） 共通事項 

① 基本条件確認書 
② 処理方式検討書 
③ 維持管理方式検討書 
④ 有効資源利用計画検討書（汚泥、再生水、熱、建設副産物等） 
⑤ 環境対策検討書 

a） 換気、脱臭計画（必要箇所別に考え方・フロー） 
b） 防音、防振計画（必要箇所別に考え方・フロー） 
c） 脱硫、排煙処理計画（必要箇所別に考え方・フロー） 
d） 高圧ガス等の防護計画（塩素ガスその他危険物の防護・保安） 
e） 場内整備計画 

⑥ 場内水利用計画検討書 
⑦ 事業計画の検討書 
⑧ 建設工事工程検討書 
⑨ 初期対策検討書 
⑩ 全体及び 1 期工事概算費算定書 
⑪ その他必要な検討書（物質収支計算書等） 
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（２） 土木関係 
① 施設配置計画、水位関係の検討、容量計算、水理計算書 
② 基礎支持形式の比較検討書 
③ 仮設計画検討書 

（３） 建築関係 
① 平面計画検討書 
② 特殊構造の検討書 
③ 基礎支持形式の比較検討 
④ 仮設計画検討書 
⑤ 建築設備計画検討書 

（４） 機械関係 
① 主要機器構成計画（基本フローを含む） 
② 設備容量計画（機種比較検討、能力、台数、出力の根拠と考え方） 
③ 水利用計画（上水、井水、処理水等の利用計画） 
④ 油類利用計画（燃料、油脂等の利用方法、危険防止対策） 
⑤ 主要機器搬出入計画（主要機器寸法を含む） 
⑥ 主要機器重量表（建築荷重設定表を含む） 

（５） 電気関係 
① 使用電力需要計画（年次別使用電力予想、負荷設備集計表） 
② 受変電および負荷設備計画（回路構成、電圧、力率、保護方式、主要変圧器容量、

高調波） 
③ 自家発電設備計画（発電機容量、主要配管フロー、騒音、油タンク等） 
④ 制御電源設備計画（系統構成等） 
⑤ 監視制御設備計画（監視体制、監視制御方式、情報処理方式等） 
⑥ 計装設備計画（計装項目、計装方式等） 
⑦ 主要機器構成計画（主要変圧器、発電機、盤、特殊機器等の構成およびスペース） 
⑧ 主要機器重量表（発電機室、電気室等建築荷重設定表を含む） 

 
第３節 実施設計（詳細設計） 
 

第１０条 実施設計（詳細設計）図書等の作成に関する作業 
実施設計(詳細設計)業務は、次の事項の確認並びに詳細設計図書の作成を行い、実施設

計(詳細設計)図書としてまとめなければならない。 

 

第１１条 詳細設計業務で確認する事項 
実施設計(詳細設計)業務において、次の事項を確認しなければならない。 

（１）受注者は､  実施設計（詳細設計）業務を進めるにあたり、設計対象施設に関する実

施設計(基本設計)の内容について確認を行わなければならない。 

（２）土木構造物の構造計算に先立ち、構造分類に基づいた設計条件、荷重条件、設備機

器の重量表、主要形状寸法一覧表、主要設備機器の搬入経路の決定、各部寸法の設

定等の承諾を得なければならない。 

（３）仮設構造物の部材応力算定に先立ち、土圧算定式、設計諸元、切梁段数、山留め方

法、排水方法、仮設道路計画等の確認又は検討を行わなければならない。 

（４）各工種の関連する図面を重ね合わせた図面により、工種間の整合性や維持管理性に

ついて確認を行わなければならない。 

 

第１２条 詳細設計業務で行う計算書等の作成に関する作業 
受注者は、発注者が提供した資料、又は受注者の調査した項目について整理し、確認

又は計画を行った後に次の作業を行う。 

なお、確認された実施計画(基本計画)図書のうちで実施設計(詳細設計)で使用できる

ものは、再使用を妨げない。 
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（１） 土木関係 

① 構造計算書 

② 基礎計算書 

③ 仮設計算書 

④ 水理計算書 

⑤ 容量計算書 

（２） 建築関係 

① 構造計算書 

② 基礎計算書 

③ 仮設計算書 

④ 設備設計計算書 

（３） 機械関係 

① 設備容量計算書(能力、台数、出力、機種比較検討書等)  

② 機器リスト表 

③ 特殊設備の安全性、安定性に対する検討書 

④ 運転操作概要書 

⑤ 主要機器重量表及び建築荷重設定表 

⑥ 機器搬出入計画書等 

（４） 電気関係 

① 設備容量計算書(能力、台数、出力、計装機器、計測範囲、高調波等) 

② 運転操作概要書 

③ 主要機器重量表および建築荷重設定表 

④ 機器搬出入計画書等 

 

第１３条 詳細設計図の作成に関する作業 
受注者は、次に示す詳細設計図を作成すること。 

（１） 土木開係 

① 一般平面図 

② 水位関係図 

③ 構造図 

a） 平面図 

b） 縦横断面図 

c） 基礎伏図(又は杭配置図) 

d） 土工図、仮設計画図 

④ 詳細図 

設備(機械・電気)との取合図及び箱抜き図 

⑤ 配筋図(鉄筋加工図は数量計算書に記入) 

⑥ 場内管渠配管図(平面図、縦横断面図) 

⑦ 場内排水管、人孔、ます構造図 

⑧ 場内道路、門、さく、塀、場内整備図等 

⑨ 工事特記仕様書 

 

（２） 建築関係 

① 建築意匠図   案内図、配置図、求積図、仕上表、平面図、立面図、 

断面図、矩計図、詳細図、展開図、天井伏図、建具表、 

特記仕様書、工事範囲一覧表、法規チェックリスト、箱抜き図 

② 建築構造図   伏図、軸組図、断面リスト、ラーメン図、配筋詳細図、 

箱抜き参考図（土工図、仮設計画図） 

③ 建築機械設備図 空調、換気、衛生、ガス等系統図、平面図、断面図及び 

必要部分は詳細図、工事特記仕様書 
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④ 建築電気設備図 電灯、非常用照明、設備動力、電気時計、火災報知、電話、 

拡声、テレビ共聴等、工事特記仕様書 

a） 系統図 

b） 各階配線平面図 

⑤ 主要建物（沈砂地・ポンプ室、ポンプ室、管理棟、自家発電機室、汚泥処理棟、送

風機室）の透視図（カラー仕上げ） 

 

（３） 機械関係 

① 位置図 

② 一般平面図 

③ フローシート 

④ 水位関係図（土木に準じる） 

 

⑤ 機器配置平面図(各階) 

⑥ 機器配置断面図(90°異なった2方向以上) 

⑦ 配管平面図(各階) 

⑧ 配管断面図(90°異なった2方向以上) 

⑨ その他要部詳細図 

⑩ 工事特記仕様書 

（４） 電気関係 

① 位置図 

② 一般平面図 

③ 主回路単線結線図 

④ 機器(盤、変圧器等)外形参考寸法図 

⑤ 配線系統図（盤間、盤－負荷、計装、現場操作盤） 

⑥ システム構成図 

⑦ 計装フローシート 

⑧ 配線工事図(平面、断面共) 

⑨ その他必要部詳細図及び本市監督員の指示する図面 

⑩ 工事特記仕様書 

 

第１４条 工事設計書の作成に関する作業 
受注者は、発注者の示す様式、資料により次のものを作成すること。 

（１） 数量計算書（材料） 

（２） 工期算定計算書 

（３） 積算資料 

（４） 見積依頼書 

（５） 工事設計書（金抜き） 

（６） 工事特記仕様書 
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第４節 増設実施設計（基本設計・詳細設計） 
 

第１５条 増設実施設計(基本設計)図書の作成に関する作業 
増設実施設計(基本設計)業務は、 

① 施設設計 

② 水位関係の検討 

③ 施工方法比較検討 

④ 基本設計図書作成 

⑤ 既設施設の設計内容及び現状の調査、確認 

を行い、増設実施設計(基本設計)図書として、まとめなければならない。図書の作成

は、『第２節 実施設計(基本設計)図書等の作成に関する作業』に準じるものとする。 

 

第１６条 増設実施設計(詳細設計)図書の作成に関する作業 
増設実施設計(詳細設計)業務は、『第３節 実施設計(詳細設計)図書等の作成に関す

る作業』に準じるものとする。 

 

 第５節 改築実施設計（基本設計・詳細設計） 
 
  第１７条 改築実施設計（基本設計）図書等の作成に関する作業 
     改築実施設計（基本設計）業務は、次の事項の検討又は確認並びに基本設計図書の作

成を行い、改築実施設計（基本設計）図書として、まとめなければならない。 

（１） 改築実施設計（基本設計）を実施する上で検討又は確認する事項 

（イ） 課題の確認 

① 法令等の確認 

下水道法、都市計画法、水質汚濁防止法、大気汚染防止法、振動規制法、騒

音規正法、悪臭防止法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、肥料取締法等 

② 上位計画等の確認 

 流域別下水道整備総合計画、特定水域高度処理基本計画、都道府県構想、

再生水利用基本計画、下水汚泥処理総合計画、長寿命化計画、耐震化計画等 

③ 既存施設の課題の確認、整理 

 計画諸元等の変更への対応、法令・規準等の改定への対応、社会的ニーズ・

水準への対応、運転実績による施設の改善要求への対応等 

④ 事業計画等の内容確認 

（ロ） 仕様及び施工方法の検討 

① 資料収集及び現地調査 

設計図書、完成図書、改築等の調査・診断報告書、維持管理記録、現地調査

（既設構造物、既存機械・電気設備）等 

② 施設仕様の検討 

法律に基づく規制への対応の検討（労働安全基準、消防法、建築基準法、公

害防止条例等）、施設の容量計算、水理計算、負荷計算、既設設備の改善策

の検討（浸水対策、腐食対策等）、省エネルギー、省資源、省力化に対応し

た機種検討、機器配置、配管・配線ルート等の配置計画の検討、搬出入計画

の検討、耐荷重能力、耐震性等の構造計画の検討等、その他改築実施設計（基

本設計）図書作成に必要な作業 

③ 施工方法の検討 

制約条件の整理、仮設計画の検討、代替施設計画の検討、段階的施工計画の

検討等 

（ハ） 改築事業量の算定 

① 工種別（土木、建築、機械、電気） 

② 財源別（補助対象事業費、単独事業費） 

③ 年度別事業計画 
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（２） 改築実施設計（基本設計）図書の作成に関する作業 

      改築事業計画の検討並びに土木、建築、機械及び電気の各部門との相互関係を明ら

かにする改築実施設計（基本設計）図書を作成すること。改築実施設計（基本設計）

図書は次に示した内容とし、縮尺 1/100～1/200を標準とする。 

       ただし、一般平面図、その他これによって不都合な場合は、本市監督員との協議

による。 

（イ） 事業計画の検討 

① ポンプ場、処理場の概算改築事業費の算出 

② ポンプ場、処理場の改築事業計画の検討 

（ロ） 改築実施計画図 

 ポンプ場ならびに終末処理場実施設計の基本設計図に準じる。 

（３） 改築実施設計(基本設計)図書（確認書、検討書および図面等）の作成に関する作業 

 改築実施設計(基本設計)図書（確認書、検討書および図面等）は「（１）改築実施

設計（基本設計）を実施する上で検討又は確認する事項」で行った検討・確認事項及

び「（２）改築実施設計（基本設計）図書の作成に関する作業」で作業した図面を下

記の内容により構成、まとめるものとする。 

(イ) 共通事項 

① 基本条件、制約事項等の確認書 

② 施設仕様の検討書 

③ 施工方法の検討書(仮設計画・代替施設計画検討、旧施設との切替方式検討等） 

④ 概算工事費算定書 

⑤ 年度別事業実施計画書(段階的施工計画の検討) 

⑥ その他必要な検討書 

(ロ) 土木関係 

① 施設配置計画、水位関係検討、容量計算書、水理計算書 

② 基礎支持形式の比較検討書 

③ 仮設計画検討書 

(ハ) 建築関係 

① 改築実施設計検討書 

② 特殊構造の検討書 

③ 基礎支持形式の比較検討書 

④ 仮設計画検討書 

⑤ 建築設備計画検討書 

(ニ) 機械関係 

① 主要機器構成計画（基本フローを含む） 

② 設備容量計画 

③ 水利用計画 

④ 油類利用計画検討書 

⑤ 主要機器搬出入計画（主要機器寸法を含む） 

⑥ 主要機器重量表 

(ホ) 電気関係 

① 使用電力需要計画 

② 受変電及び負荷設備計画 

③ 自家発電設備計画 

④ 制御電源設備計画 

⑤ 監視制御設備計画 

⑥ 計装設備計画 

⑦ 主要機器構成計画 

⑧ 主要機器重量表 
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  第１８条 改築実施設計（詳細設計）図書の作成に関する作業 
     改築実施設計（詳細設計）業務は、次の事項の確認並びに詳細設計図書の作成を行い、

改築実施設計（詳細設計）図書としてまとめなければならない。 

（１） 改築実施設計（詳細設計）業務で確認する事項 

改築実施設計（詳細設計）業務において、次の事項を確認しなければならない。 

(イ) 受注者は、改築実施設計（詳細設計）業務を進めるにあたり、設計対象施設

に関する基本設計の内容について確認を行わなければならない。 

(ロ) 土木建築構造物の計算に先立ち、構造分類に基づいた設計条件、荷重条件、

設備機器の重量表、主要形状寸法一覧表、主要設備機器の搬入経路および各部

寸法等の確認を行わなければならない。 

(ハ) 工事の施工に必要な代替施設、池・水路等の締切り・切廻し用構築物、排水

用施設・設備、補強用構築物、搬出入用構築物等（以下、仮設構築物等という。）

の要否の確認及びその設置・撤去方法、設計条件、荷重条件等の確認又は検討

を行わなければならない。 

（２） 改築実施設計（詳細設計）業務で行う計算書等の作成に関する作業 

受注者は発注者が提供した資料、又は受注者が調査した事項について、整理し、確

認又は検討を行った後に次の作業を行う。 

なお、確認された基本設計図書のうちで、改築実施設計（詳細設計）で使用できる

ものは再使用を妨げない。 

(イ) 土木関係 

① 構造計算書 

② 基礎計算書 

③ 仮設計算書 

④ 水理計算書 

⑤ 容量計算書 

⑥ 施工計画書（施工計画に伴う各種計算書を含む） 

(ロ) 建築関係 

① 構造計算書 

② 基礎計算書 

③ 設備設計計算書 

④ 施工計画書（施工計画に伴う各種計算書を含む） 

(ハ) 機械関係 

① 設備容量計算書 

 能力、台数、出力等 

② 機器リスト表 

③ 特殊設備の安全性・安定性に対する検討書 

④ 主要機器重量表及び建築荷重設定表 

⑤ 機器搬出入計画書 

⑥ 施工計画書（施工計画に伴う各種計算書を含む） 

(ニ) 電気関係 

① 設備容量計算書 

能力、台数、出力等 

② 運転操作概要書 

③ 主要機器重量表及び建築荷重評定表 

④ 機器搬出入計画書 

⑤ 施工計画書（施工計画に伴う各種計算書含む） 

（３） 詳細設計図の作成に関する作業 

受注者は、改築施設並びに仮設構築物等について次に示す詳細設計図を作成すること。 

(イ) 土木関係 

① 一般図平面図 

② 水位関係図 
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③ 構造図 

a） 平面図 

b） 縦横断面図 

c） 杭配置図 

④ 詳細図 

 設備（機械、電気）との取合図および箱抜き図 

⑤ 配筋図（鉄筋加工図は数量計算書に記入） 

⑥ 既設撤去図 

⑦ 工事特記仕様書 

(ロ) 建築関係 

① 建築意匠図  案内図、配置図、求積図、仕上表、平面図、立面図、断面図 

      矩形図、詳細図、展開図、天井伏図、建具表 

      工事特記仕様書、箱抜図 

② 建築構造物  伏図、軸組図、断面リスト、ラーメン図、配筋詳細図 

③ 建築機械設備図 

 系統図、平面図、断面及び必要部分の詳細図 

④ 建築電気図 

         電灯、非常用照明、設備動力、電気時計、火災報知、電話、拡声、テレビ共

聴等 

a） 系統図 

b） 各階配線平面図 

⑤ 既設撤去図 

（ハ） 機械関係 

① フローシート（全体及び施設又は設備ごと） 

② 全体配置平面図 

③ 配置平面図（施設ごと） 

④ 配置断面図（施設ごと） 

⑤ 配管全体図 

⑥ 水位関係図、箱抜き参考図等（土木に準ずる） 

⑦ 既設撤去図 

⑧ 工事特記仕様書 

（ニ） 電気関係 

① 構内一般平面図 

② 単線結線図 

③ 主要機器外形（参考寸法）図 

④ 機能概略説明図（計装フローシート、監視制御システム系統図） 

⑤ 主要配線、配管系統図 

⑥ 配線、配管敷設図（ラック、ダクト、ピット） 

⑦ 接地系統図 

⑧ 機器配置図（⑥との共用を含む） 

⑨ 既設撤去図 

⑩ 工事特記仕様書 

（４） 工事設計書の作成に関する作業 

 受注者は、発注者の示す様式、資料により次のものを作成すること。 

（イ） 数量計算書（材料） 

（ロ） 工期算定計算書 

（ハ） 見積依頼書 

（ニ） 工事設計書（金抜設計書） 
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第６節 照  査 
 

第１９条 照査事項 
受注者は設計全般にわたり正常時・異常時における処理機能の確保、施設の耐久性 

及び環境条件に対する適応性、柔軟性を基本として以下に示す次項について照査を実 

施しなければならない。 

（１） 基本設計 

① 基本条件の確認内容及び課題の確認・整理内容に関する照査 

② 比較検討の方法及びその内容に関する照査 

③ 土木設計、建築設計（建築機械、建築電気を含む）、機械設計、電気設計の各相互

間における整合性に関する照査 

（２） 実施設計 

① 設計計画（設計方針、設計条件等）の照査 

② 各種計算書の適切性に関する照査 

③ 各種設計図書の適切性に関する照査 

④ 各種計算書と設計図の整合性に関する照査 

 

第７節 提出書類 
 

第２０条 提出図書 
提出する成果品とその部数は、次のとおりとする。 

また、製本はすべて表紙・背表紙ともタイトルをつけ、直接印刷したものとする。 

なお、成果品の作成にあたっては、その編集方法について、あらかじめ本市監督員と

協議すること。 

 

第２１条 実施設計(基本設計)の提出図書 
（１） 基本設計図 

 

（２） 計画検討書 

（３） 鳥瞰図 

    鳥瞰図写真 

（４） 打合せ協議録 

Ａ３判折りたたみ製本 

Ａ１判折りたたみ製本 

Ａ４判製本 

Ａ２判着色色仕上げ額縁入り 

四つ切カラープリント額縁入り 

Ａ４ 

３部 

１部 

３部 

１式 

３部 

３部 

（５） 技術関係資料 

（６） 上記図書の電子データ 

（７） 図面ファイル 

 １式 

３部 

１式 
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第２２条 実施設計(詳細設計)の提出図書 
（１）土木建築関係   

① 実施設計（詳細設計図） 

 

② 各計算書 

 水理計算書 

 容量計算書 

 構造計算書 

 基礎計算書 

 仮設計算書 

 数量計算書 

 

③ 工事特記仕様書（土木） 

④ 工事特記仕様書（建築） 

⑤ 工事設計書(金抜き) 

⑥ 主要建物透視図 

主要建物透視図写真 

Ａ３判折りたたみ製本 

Ａ１判折りたたみ製本 

Ａ４判製本 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ４判 

Ａ３判折りたたみ製本 

Ａ４判原稿 

Ａ２判着色仕上げ額縁入り 

四つ切カラープリント額縁入り 

３部 

１部 

３部 

 

 

 

 

 

 

 

３部 

３部 

１式 

１式 

３部 

⑦ 打合せ協議簿 Ａ４版 ３部 

１式 

３部 

１式 

⑧ 技術関係資料 

⑨ 上記図書の電子データ 

⑩ 図面ファイル 

 

（２） 機械関係 

分割施工の場合は、(その１工事)(その２工事)等に分けて提出すること。 

① 実施設計（詳細設計図） 

 

Ａ３判折りたたみ製本 

Ａ１判折りたたみ製本 

３部 

１部 

② 計算書（数量計算書除く） Ａ４判製本 ３部 

 

３部 ③ 工事特記仕様書     Ａ４判製本 

④ 工事設計書(金抜き)   Ａ４判原稿  

１式 

⑤ 打合せ協議簿 

⑥ 技術関係資料 

⑦ 上記図書の電子データ 

⑧ 図面ファイル 

Ａ４版 ３部 

１式 

３部 

１式 

 

（３） 電気関係 

分割施工の場合は、(その１工事)(その２工事)等に分けて提出すること。 

① 実施設計（詳細設計図） Ａ３判折りたたみ製本 

Ａ１判折りたたみ製本 

３部 

１部 

② 計算書（数量計算書除く） Ａ４判製本 ４部 

③ 工事特記仕様書     Ａ４判製本 ３部 

④ 工事設計書(金抜き)   Ａ４判原稿 １式 

⑤ 打合せ協議簿 

⑥ 技術関係資料 

⑦ 上記図書の電子データ 

⑧ 図面ファイル 

Ａ４ 

 

 

３部 

１式 

３部 

１式 
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第８節 準拠すべき図書 
業務は、下記に揚げる図書に準じて行うものとする。これ以外の図書に準拠する場合は、

あらかじめ本市監督員の承諾を受けるものとする。 

（１）土木請負工事必携(神戸市) 

（２）神戸市下水道設計指針－処理場・ポンプ場施設編－（神戸市建設局下水道部） 

（３）下水道設備(機械・電気)工事一般仕様書(神戸市建設局) 

（４）機械設備機器標準仕様書(神戸市建設局) 

（５）下水道設計標準図(管路施設の部)(神戸市建設局) 

（６）下水道施設におけるコンクリート防食マニュアル(案)(神戸市建設局) 

（７）下水道施設標準図(詳細)－土木・建築・建築設備(機械)編－(日本下水道事業団) 

（８）下水道コンクリート構造物の防食抑制技術及び防食技術マニュアル 

(日本下水道事業団) 

（９）機械設備機器標準仕様書(日本下水道事業団) 

（１０）JS土木工事積算基準及び標準歩掛(日本下水道事業団) 

（１１）下水道施設計画・設計指針と解説(日本下水道協会) 

（１２）下水道維持管理指針(日本下水道協会) 

（１３）小規模下水計画・設計・維持管理指針と解説(日本下水道協会) 

（１４）下水道施設の耐震対策指針と解説(日本下水道協会) 

（１５）下水道施設耐震計算例―処理場・ポンプ場編―(日本下水道事業団) 

（１６）合流式下水道合流式下水道改善対策指針と解説(日本下水道協会) 

（１７）コンクリート標準示方書(土木学会) 

（１８）水理公式集(土木学会) 

（１９）土木工学ハンドブック(土木学会) 

（２０）土木CAD製図基準（土木学会） 

（２１）トンネル標準示方書「開削編」・同解説(土木学会) 

（２２）地盤工学ハンドブック(土質工学会) 

（２３）改定 解説・河川管理施設等構造令（日本河川協会） 

（２４）揚排水ポンプ設備技術基準(案)同解説（河川ポンプ施設技術協会） 

（２５）揚排水ポンプ設備設計指針(案)同解説（河川ポンプ施設技術協会） 

（２６）水管理・国土保全局所管補助事業事務提要(国土交通省) 

（２７）道路技術基準通達集(国土交通省) 

（２８）水門鉄管技術基準(水門鉄管協会) 

（２９）港湾の施設の技術上の基準・同解説(日本港湾協会) 

（３０）道路構造令の解説と運用(日本道路協会) 

（３１）道路橋示方書・同解説(日本道路協会) 

（３２）アスファルト舗装要綱(日本道路協会) 

（３３）セメントコンクリート舗装要綱(日本道路協会) 

（３４）土木構造物設計ガイドライン 

    (国土交通省大臣官房技術調査課、国土交通省国土技術製作総合研究所、 

全日本建設技術協会) 

（３５）神戸市建築工事共通仕様書(神戸市住宅都市局建築技術部) 

（３６）神戸市機械設備工事補足標準仕様書・補足標準図 

                      (神戸市住宅都市局建築技術部) 

（３７）神戸市電気設備工事補足標準仕様書・補足標準図 

                      (神戸市住宅都市局建築技術部) 

 

（３８）鉄筋コンクリート構造計算規準、同解説 (日本建築学会) 

（３９）鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説―許容応力度設計と保有水平耐力― 

             (日本建築学会) 
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（４０）建築基礎構造設計指針(日本建築学会) 

（４１）壁式構造物関係設計規準集・同解説 壁式鉄筋コンクリート造編(日本建築学会) 

（４２）特殊コンクリート造関係設計規準・同解説(日本建築学会) 

（４３）鋼構造設計基準―許容応力度法―(日本建築学会) 

（４４）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修建築工事設計図書作成基準及び同解説 

(公共建築協会) 

（４５）国土交通省大臣官房官庁営繕部設備課監修 建築設備設計基準(公共建築協会) 

（４６）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事標準仕様書(建築工事編) 

(公共建築協会) 

（４７）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事標準仕様書(電気設備工事編) 

(公共建築協会) 

（４８）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事標準仕様書(機械設備工事編) 

(公共建築協会) 

（４９）国土交通省大臣官房官庁営繕部設備課監修 建築工事標準詳細図(公共建築協会) 

（５０）国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修公共建築設備工事標準図 

(電気設備工事編)(公共建築協会) 

（５１）国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修公共建築設備工事標準図 

(機械設備工事編)(公共建築協会) 

（５２）国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修建築構造物設計基準 (公共建築協会) 

（５３）建設省大臣官房官庁営繕部監修官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説 

(公共建築協会) 

（５４）国土交通省大臣官房官庁営繕部設備課監修建築設備設計基準(公共建築協会) 

（５５）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築改修工事標準仕様書(建築工事編) 

(建築保全センター) 

（５６）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築改修工事標準仕様書 

(電気設備工事編)(建築保全センター) 

（５７）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築改修工事標準仕様書 

(機械設備工事編)(建築保全センター) 

（５８）空気調和衛生工学便覧(空気調和・衛生工学会) 

（５９）公共建築工事積算基準の解説（建築コスト管理システム研究所） 

（６０）建築数量積算基準・同解説（建築コスト管理システム研究所） 

（６１）ユーザーのための工場防爆電気設備ガイド(労働安全衛生総合研究所) 

（６２）機械工学ハンドブック(機械協会) 

（６３）電気工学ハンドブック(電気協会) 

（６４）高調波抑制対策技術指針(日本電気協会) 

（６５）日本工業規格(JIS) 

（６６）日本下水道協会規格(JSWAS) 

（６７）日本農業規格(JAS) 

（６８）日本水道協会規格(JWWA) 

（６９）日本電線工業会標準規格（JCS） 

（７０）内線規格（日本電気協会） 

（７１）電気規格調査会標準規格(JEC) 

（７２）日本電機工業会標準規格(JEM) 

（７３）機械製図基準 JISハンドブック５（日本規格協会） 

（７４）電気記号 JISハンドブック７（日本規格協会） 

 

 

上記図書類は、原則として受注者が購入所持しなければならない。 
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